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令 和 ４ 年 １ ２ 月 ８ 日 
 

科学技術振興機構（ＪＳＴ） 
Tel：03-5214-8404（広報課）  

 
大阪大学 社会技術共創研究センター  

Tel：06-6105-6117（研究機構支援課総務係） 

 

脳神経科学研究に対する社会からの期待と関心が明らかに 

～脳とＡＩが融合する未来に向け、市民と研究者の意識を調査～ 
ポイント 

➢ 人工知能（ＡＩ）研究と脳経科学研究を融合した「ＢＲＡＩＮ－ＡＩ」において、研

究の初期段階から脳神経科学者と人文・社会科学者が連携して、ＥＬＳＩ（Ｅｔｈｉ

ｃａｌ、Ｌｅｇａｌ ａｎｄ Ｓｏｃｉａｌ Ｉｓｓｕｅｓ）／ＲＲＩ（Ｒｅｓｐｏｎｓ

ｉｂｌｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ）注１）に関わる論点抽出と

総合知を創出する取り組みを実施してきた。 

➢ このほど、一般市民と脳神経科学分野の研究者を対象に脳科学や脳情報に対する意識

調査（本調査）を実施した。その結果、一般市民の中には、脳神経科学研究への期待

感と幅広い関心（技術の活用の可能性や個人情報保護などのデータガバナンスなどに

ついて）が存在することが判明した。 

➢ 脳を巡るＥＬＳＩの検討については、脳神経科学分野・ＥＬＳＩ分野の研究者の関心

が先行している可能性が見いだされた。 

「ＢＲＡＩＮ－ＡＩ×ＨＩＴＥ」連携活動※は、ＪＳＴ ＥＲＡＴＯ「池谷脳ＡＩ融合

プロジェクト」（ＢＲＡＩＮ－ＡＩ Ｈｙｂｒｉｄ）注２）と、ＪＳＴ 社会技術研究開発セ

ンター（ＲＩＳＴＥＸ）「人と情報のエコシステム」研究開発領域（ＨＩＴＥ）注３）が連

携して実施する、脳とＡＩが融合する未来を科学と人文知から考察する越境型の連携活

動です。  

近年著しく進展する人工知能研究と脳神経科学研究を融合した「ＢＲＡＩＮ－ＡＩ」

の取り組みは、これまで制限されていた脳活動の限界を突破し、人間の能力の拡張をも

たらす可能性を秘めています。一方で、人間の脳の中という究極のプライバシー情報の

取り扱いや、人間の能力増強につながるテクノロジーが将来もたらし得る格差拡大の可

能性、人間の脳とコンピューターをつなげる「Ｂｒａｉｎ－Ｃｏｍｐｕｔｅｒ Ｉｎｔｅ

ｒｆａｃｅ（ＢＣＩ）」によってなされた決定は誰の意思によるものなのかというアイデ

ンティティーを巡る哲学的課題など、ＢＲＡＩＮ－ＡＩの取り組みには、検討しなけれ

ばならない課題が残されています。  

こうした状況を踏まえ、ＢＲＡＩＮ－ＡＩ×ＨＩＴＥ連携活動では、ＢＲＡＩＮ－Ａ

Ｉの研究に取り組む研究者と、ＨＩＴＥ領域からＥＬＳＩや哲学を専門とする研究者と

のコラボレーションを進めています。研究の初期段階から、その技術が人間や社会に与

える影響を人文・社会科学の深い知見に基づいて考察することで、ＢＲＡＩＮ－ＡＩの

研究が人間にとって真の幸福（ウェルビーイング）をもたらし得るものとなることを目

指します。 
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今回、この活動の一環として、一般市民と脳神経科学分野の研究者を対象に、脳科学

や脳情報に対する意識調査（以下、本調査）を実施しました。 

本調査により、一般市民の中では脳神経科学について「あまり知らない／知らない」

状況であるものの、脳神経科学研究への期待感と幅広い関心（技術の活用の可能性や、

個人情報保護などのデータガバナンスなどについて）が存在することが判明しました。

一方で、脳を巡るＥＬＳＩ／ＲＲＩの検討の必要性については、脳神経科学分野の研究

者の関心が先行している可能性が見いだされました。 

調査結果を受けて、今後は市民参加型の論点抽出ワークショップなどを開催し、脳神

経科学研究への一般市民の期待をより具体的に把握するとともに、社会の期待や懸念を

踏まえた脳神経科学研究と社会との適切なコミュニケーションの在り方を探索していき

ます。 

 

※「ＢＲＡＩＮ－ＡＩ×ＨＩＴＥ」連携活動 

＜活動内容を紹介する冊子および動画＞ 

冊 子：https://www.jst.go.jp/ristex/hite/topics/img/hite_erato_2022.pdf 

動 画：https://youtu.be/ra9zu1rbWjM 

 

 

 

 

 

「ＢＲＡＩＮ－ＡＩ×ＨＩＴＥ」連携活動の詳細は、 

以下のＨＰをご覧ください。 

ＵＲＬ：https://www.jst.go.jp/erato/ikegaya/elsi.html 

 

本成果は、以下の事業・研究領域間の連携活動によって得られました。  

社会技術研究開発事業 研究開発領域：「人と情報のエコシステム」（ＨＩＴＥ） 

・領域総括：國領 二郎（慶應義塾大学 総合政策学部 教授） 

・領域設置期間：２０１６年４月～２０２４年３月  

 

戦略的創造研究推進事業 総括実施型研究（ＥＲＡＴＯ） 研究領域：「池谷脳ＡＩ融合プロジ
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ェクト」  

・研究総括：池谷 裕二（東京大学 大学院薬学研究科 教授） 

・研究期間：２０１８年１０月～２０２４年３月  

 

＜本調査の背景と経緯＞ 

脳神経科学の発展とともに、その応用を巡るさまざまな倫理的・法的・社会的課題につ

いて注目が高まっています。 

研究成果のより良い活用に向けた議論を実施するためには、まずは社会と研究者コミュ

ニティーとの関心の差異、あるいはそのギャップを把握することが重要です。 

そこで、ＢＲＡＩＮ－ＡＩ×ＨＩＴＥ連携活動において、大阪大学 社会技術共創研究セ

ンターの標葉 隆馬 准教授、石田 柊 特任助教（常勤）を中心として、脳神経科学の成

果の社会実装について脳神経科学研究者および一般市民の意識調査を実施しました。 

 

＜本調査の内容＞ 

■本調査の内容（手法・調査結果） 

本調査は以下の方法で実施しました。 

 

１．本調査対象： 

一般市民回答：２０００人＊ 

研究者回答：１０８人＊＊  

＊楽天インサイトのモニターからリクルーティングし、２０代～６０代以上まで（１０歳

ごと区分）の男女が同数になるように割り当てした。 

＊＊脳神経科学分野関連学会、脳情報通信融合研究センター（ＣｉＮｅｔ）などへ呼びか

けを実施しリクルーティングした。 

 

２．本調査実施時期： 

一般市民回答：２０２２年７月４日～２０２２年７月５日 

研究者回答 ：２０２２年７月９日～２０２２年８月１９日 

 

３．本調査事項： 

 （アンケート項目はＵＲＬよりご覧いただけます： 

https://www.jst.go.jp/pr/announce/20221208/pdf/questionnaire.pdf） 

本調査の結果、「脳科学／脳情報に対する意識調査」の質問項目においては、一般市民の

中では脳神経科学について「あまり知らない／知らない」状況であるものの、脳神経科学

研究の推進や脳関連情報の利用に賛成する割合が高く、研究への期待感が存在することが

判明しました（図１）。 
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図１：脳科学／脳情報に対する一般市民の意識調査 

 

「脳科学／脳情報について知りたいこと（一般市民は「知りたい」、研究者は「伝えたい」

項目を最大５つまで回答）」の質問項目においては、脳神経科学分野の研究者の中では、脳

に関するメカニズムや研究の展開・その見通しを社会に伝えていくことへの意識が高まっ

ており、研究内容や応用の可能性を社会に伝えていくという方向性において、一般市民か

らの期待に応え得る可能性が見いだされました（図２）。 

また、一般市民の間で脳に関するメカニズム・しくみや医療応用の可能性について強い

関心が認められると同時に、一部のテーマについては一般市民と研究者で一部大きな差異

が見られました。例えば、脳に関連する情報の利用に関わる能力増強（エンハンスメント）

や人間観の変容の可能性などの詳細なＥＬＳＩの内実については一般市民の現状の関心は

高いとはいえず、むしろ研究者コミュニティー内での論点抽出や議論が先行している可能

性が示唆されました。一方で、プライバシーの問題や犯罪捜査への応用については、一般

市民のほうが研究者よりも関心が高い可能性が示唆されました（図２）。 
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図２：脳科学／脳情報について知りたいこと（一般市民「知りたい」／研究者「伝えたい」

項目について最大５つまで回答） 

 

「脳情報利用の社会的受容に重要な事柄」の質問項目の結果からは、起こり得るリスク・

事故などの深刻さ、事故が起きてしまった場合の対応に関する項目について、一般市民の

関心が研究者と比較して相対的に高いことが明らかになりました。一方で、研究者の関心

は、脳情報の利用において科学的妥当性が担保されていることや脳神経科学研究がもたら

すベネフィットの大きさに向いている傾向が見いだされました（図３）。 

 

図３：脳情報利用の社会的受容に重要な事柄（脳に関連する情報の利用が社会で活用・受

容されるために重要だと思う項目について３つまで回答） 

 

「脳に関連する情報の利用に関わる倫理指針に項目として入れるべき事柄、その重要度」

の調査項目の結果からは、優先度が高いと判断される回答の上位項目として、特にデータ

ガバナンスやプライバシー問題に関心が高いことが判明しました。また脳を巡る差別（ス

ティグマ）や技術アクセシビリティ（最新の技術に公平にアクセスできること）、そして幸
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福（ウェルビーング）の議論などＥＬＳＩに関わるより具体的な論点については、研究者

側の関心がより高い傾向があり議論が先行している可能性が示唆されました（図４）。 

 

 

図４：脳に関連する情報の利用に関わる倫理指針に項目として入れるべき事柄、その重要

度（５：重要である⇔１：重要ではない） 

 

 

＜今後の展開＞ 

上記の結果を受けて、今後は市民参加型の論点抽出ワークショップなどを開催して、脳

神経科学研究への一般市民の期待をより具体的に把握するとともに、社会の期待や懸念を

踏まえた脳神経科学研究と社会との適切なコミュニケーションの在り方を探索していきま

す。 

本調査を足がかりに、研究の初期段階から脳神経科学者と人文・社会科学者が連携して

総合知を創出する取り組み事例となることを目指して今後も連携活動を継続していきます。 
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＜用語解説＞ 

注１）ＥＬＳＩ（Ｅｔｈｉｃａｌ、Ｌｅｇａｌ ａｎｄ Ｓｏｃｉａｌ Ｉｓｓｕｅｓ）／Ｒ

ＲＩ（Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ） 

過去・現在・未来にわたって科学技術の進展や普及に伴い生じる倫理的・法制度的・社

会的課題を発見し、自然科学、人文・社会科学、そして社会のあらゆるステークホルダー

が共に取り組み、科学技術と社会との調和を図りながら真の社会問題の解決を目指す取り

組みのこと。 

 

注２）ＪＳＴ ＥＲＡＴＯ「池谷脳ＡＩ融合プロジェクト」（ＢＲＡＩＮ－ＡＩ Ｈｙｂｒｉ

ｄ） 

「池谷脳ＡＩ融合プロジェクト」は、ＪＳＴ 戦略的創造研究推進事業 総括実施型研究

（ＥＲＡＴＯ）の１領域。本プロジェクトでは、脳研究とＡＩ（人工知能）を用いた脳の

潜在能力開拓の研究を融合・発展させることで「脳の潜在能力はどれほどか」を問い、現

在はまだ引き出されていない脳の能力をＡＩとの融合によって顕在化、有効活用すること

を目指す。 

 

注３）ＪＳＴ 社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ）「人と情報のエコシステム」研

究開発領域（ＨＩＴＥ） 

「人と情報のエコシステム（ＨＩＴＥ）」は、ＪＳＴ ＲＩＳＴＥＸが実施する社会技術

研究開発事業の公募型研究開発領域の１つ。ビッグデータを活用した人工知能、ＩｏＴ、

ロボットなどの情報技術を、人間を中心とした視点で捉え直すこと、そして一般社会への

理解を深めながら、技術や制度を協調的に設計していくことを目指している。 

 

＜お問い合わせ先＞ 

＜調査に関すること＞ 

標葉 隆馬（シネハ リュウマ） 

大阪大学 社会技術共創研究センター 准教授 

E-mail：shineha[at]elsi.osaka-u.ac.jp 

 

＜ＪＳＴ事業に関すること＞ 

今林 文枝（イマバヤシ フミエ） 

科学技術振興機構 研究プロジェクト推進部 ＩＣＴ／ライフイノベーショングループ 

〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

Tel：03-3512-3528 Fax：03-3222-2068 

E-mail：eratowww[at]jst.go.jp 

 

東出 学信（ヒガシデ タカノブ） 

科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 企画運営室 

〒102-8666 東京都千代田区四番町５番地３ 

  Tel：03-5214-0133 Fax：03-5214-0140 

E-mail：info-ecosystem[at]jst.go.jp  
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＜報道担当＞ 

科学技術振興機構 広報課 

〒102-8666 東京都千代田区四番町５番地３ 

Tel：03-5214-8404 Fax：03-5214-8432 

E-mail：jstkoho[at]jst.go.jp 

 

大阪大学 研究推進部 研究機構支援課 総務係   

〒565-0871 吹田市山田丘１－１ 

Tel：06-6105-6117 Fax：06-6879-7039 

E-mail：kensui-shien-soumu[at]office.osaka-u.ac.jp  


